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容器保安規則の機能性基準の運用について

１．容器検査等の実施

(1) 総則

高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号。以下「法」という。）第４４条第１

項の容器検査及び法第４９条の２第１項の附属品検査並びに法第４９条の２１第１項

の容器又は附属品（以下「容器等」という。）の型式の承認（以下容器検査及び附属

品検査と合わせ「容器検査等」と総称する。）において、法に基づき容器保安規則

（昭和４１年通商産業省令第５０号。以下「容器則」という。）で定める技術上の基

準のうち別表第１第１項から第５項まで、第１０項及び第１１項に掲げる機能性基準

への適合性評価に当たっては、個々の事例ごとに判断することとなるが、別表第２第

１項右欄及び第２項右欄に掲げる例示基準（以下「容器検査等に係る例示基準」とい

う。）のとおりである場合には、当該機能性基準に適合するものとする。

なお、特殊な設計の容器等であって容器検査等に係る例示基準に基づく容器検査及

び附属品検査以外の容器検査並びに附属品検査を行う場合における容器則で定める技

術上の基準の運用・解釈の整合化を図るため、関係都道府県、産業保安監督部、高圧

ガス保安協会（以下「協会」という。）及び経済産業省商務流通保安グループ高圧ガ

ス保安室による運用統一連絡会を協会に置くこととする。

(2) 容器検査等の申請

① 容器等の製造の方法、規格及び検査の方法が容器検査等に係る例示基準に基づく

容器検査等の申請は、容器則で定めるところによる。

② 容器等の製造の方法、規格及び検査の方法が容器検査等に係る例示基準に基づく

容器検査等以外の容器検査等の申請は、容器則で定めるところのほか、次に掲げる

資料を添付させなければならない。ただし、３．(4)の容器検査等事前評価書が添

付される場合にあっては、ロの資料を添付させることを省略することができる。

イ 容器検査等において適用する詳細な基準（以下「詳細基準」という。）

ロ イに掲げる詳細基準が機能性基準に適合していることを証する資料（例えば、

安全性を立証するための論文、規格、解析結果、試験データ等）

２．登録の実施

(1) 総則

法第４９条の５第１項の容器等製造業者の登録（法第４９条の８第１項の協会等の



調査を含む。以下同じ。）において、容器則で定める技術上の基準のうち別表第１第

７項から第９項までに掲げる機能性基準への適合性評価に当たっては、個々の事例ご

とに判断することとなるが、別表第２第４項右欄に掲げる例示基準のとおりである場

合には、当該機能性基準に適合するものとする。

(2) 登録の申請

① 容器等製造業者の登録を申請する場合であって、当該登録に係る容器等の製造の

方法、規格及び検査の方法等が容器検査等に係る例示基準及び別表第２第４項右欄

に掲げる例示基準に適合するときの登録（以下「例示基準に基づく登録」という。

）の申請は、容器則で定めるところによる。

② 例示基準に基づく登録以外の登録の申請は、容器則で定めるところのほか、次に

掲げる資料を添付させるものとする。ただし、３．(4)の登録事前評価書が添付さ

れる場合にあっては、ロ及びハの資料については添付を省略させることができる。

イ 登録において適用する詳細基準

ロ イに掲げる詳細基準が機能性基準に適合していることを証する資料（例えば、

登録に係る容器等の製造の方法、規格及び検査の方法を記した資料）

ハ 登録に係る容器等の製造の方法、規格及び検査の方法が機能性基準に適合して

いることを証する資料（例えば、３．(4)の容器検査等事前評価書）

３．協会による事前評価

(1) 容器検査等又は登録について協会による事前評価を受けようとする者に対して、協

会が別に定める「詳細基準事前評価実施要領」（以下「要領」という。）に基づき、

容器検査等事前評価申請書又は登録事前評価申請書を協会に提出させるものとする。

(2) (1)に規定する容器検査等事前評価申請書には次の①及び②に掲げる資料を添付さ

せるものとし、また、登録事前評価申請書には次の③、④及び⑤に掲げる資料を添付

させるものとする。

① 容器検査等において適用する詳細基準の案

② ①の詳細基準の案が機能性基準に適合していることを証する資料（例えば、安全

性を立証するための論文、規格、解析結果、試験データ等）

③ 登録において適用する詳細基準の案

④ ③の詳細基準の案が機能性基準に適合していることを証する資料（例えば、登録

に係る容器等の製造の方法、規格及び検査の方法を記した資料）

⑤ 登録に係る容器等の製造の方法、規格及び検査の方法が機能性基準に適合してい

ることを証する資料（例えば、３．(4)の容器検査等事前評価書）

(3) 協会の容器検査等及び登録に係る事前評価の厳正な処理を図ることを目的として、

協会に学識経験者からなる詳細基準事前評価委員会（以下「事前評価委員会」という。

）を設置する。

事前評価委員会は、協会が別に定める「詳細基準事前評価委員会規程」に基づき、

容器検査等及び登録に係る事前評価を行う。

(4) 協会は、詳細基準事前評価委員会規程に基づき容器検査等の事前評価又は登録の事



前評価を行ったときは、要領に基づき、速やかに事前評価申請を行った者に対し、そ

の結果を容器検査等事前評価書又は登録事前評価書により通知するものとする。

(5) 例示基準に基づく登録以外の登録が申請される場合には、(3)に規定する容器検査

等に係る事前評価等において、当該登録に係る容器等の製造の方法、規格及び検査の

方法の詳細基準が機能性基準に適合していることが確認されていることを前提とする。

４．その他の機能性基準の運用

別表第２第３項の中欄に掲げる機能性基準への適合性評価に当たっては、個々の事例

ごとに判断することとなるが、同表同項右欄に掲げる例示基準のとおりである場合には、

当該機能性基準に適合するものとする。

５．例示基準の改正及び追加等

(1) 例示基準の時宜を得た適切な改正及び追加等を図ることを目的として、協会に学識

経験者からなる高圧ガス容器規格検討委員会（以下「規格検討委員会」という。）を

設置する。

(2) 規格検討委員会は、協会が別に定める「高圧ガス容器規格検討委員会規程」に基づ

き運営する。

(3) 規格検討委員会は詳細基準作成者の申請に基づき、当該詳細基準が機能性基準を満

たすかどうかについて審査する。

(4) 例示基準は、規格検討委員会の報告を受け、改正及び追加するものとする。

別表第１（機能性基準の対象条項）

項 機 能 性 基 準 容器保安規則の条項

１ 製造の方法の基準 第３条第１号から第５号まで

２ 容器検査の方法 第６条第１号及び第２号

３ 容器検査における容器の規格 第７条第１項第１号から第７号ま

で、及び同項第９号

４ 附属品検査の方法 第１６条第１号及び第２号

５ 附属品検査における附属品の規格 第１７条第１項第１号から第８号ま

で

６ 容器の加工の基準 第２１条第１項第５号

７ 容器等製造設備 第４２条

８ 容器等検査設備 第４３条

９ 品質管理の方法及び検査のための組織 第４４条第１項及び第２項

10 型式承認に要する容器の数量 第５８条第１項

11 型式承認に要する附属品の数量 第６４条第１項



別表第２（詳細基準の例示）

項 機能性基準 例 示 基 準

１ 別表第１第１項か 別添１「一般継目なし容器の技術基準の解釈」

ら第３項まで及び 別添２「溶接容器の技術基準の解釈」

第１０項に掲げる 別添３「超低温容器の技術基準の解釈」

もの 別添４「ろう付け容器の技術基準の解釈」

別添５「再充てん禁止容器の技術基準の解釈」

別添６「アルミニウム合金ライナー製一般複合容器の技

術基準の解釈」

別添７「圧縮天然ガス自動車燃料装置用継目なし容器の

技術基準の解釈」

別添８「圧縮天然ガス自動車燃料装置用複合容器の技術

基準の解釈」

別添９「圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技術基準

の解釈」

社団法人日本ガス協会基準「液化天然ガス自動車燃料装

置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０６－０１－９

９）」

高圧ガス保安協会基準０１２１「アルミニウム合金ライ

ナー・炭素繊維製一般複合容器の技術基準（２００５

）」

財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車燃料装

置用容器の技術基準（ＪＡＲＩＳ００１（２００４）

）」

注 第３条第１項第１号に規定するＶＨ３容器のライ

ナーの耐圧部分の材料はアルミニウム合金に限るこ

ととし、また、同号に規定するＶＨ４容器のボスの

耐圧部分の材料は、ステンレス鋼にあっては規格材

料の引張試験又は材料証明書における絞りが７５％

以上であって、かつ、ニッケル当量が２８．５以上

であるものに限る。

日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用容器の技

術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ/１２/０４）」

社団法人日本ガス協会基準「圧縮天然ガス自動車燃料装

置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０７－０５）」

高圧ガス保安協会基準０１２８「７０ＭＰａ圧縮水素自

動車燃料装置用容器の技術基準（２０１０）」

注 ４．２に規定するＶＨ３容器のライナーの耐圧部

分の材料はアルミニウム合金に限ることとし、ま

た、４．２に規定するＶＨ４容器のボスの耐圧部分



の材料は、ステンレス鋼にあっては規格材料の引張

試験又は材料証明書における絞りが７５％以上であ

って、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であるも

のに限る。

２ 別表第１第４項、 別添１０「附属品の技術基準の解釈」

第５項及び第１１ 財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車燃料装

項に掲げるもの 置用附属品の技術基準（ＪＡＲＩＳ００２（２００４）

）」

注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ステンレ

ス鋼にあっては規格材料の引張試験又は材料証明書

における絞りが７５％以上であって、かつ、ニッケ

ル当量が２８．５以上であるものに限る。

日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用附属品の

技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ/１３/０４）」

３ 別表第１第６項に 高圧ガス保安協会基準０１８０「溶接容器溶接補修基準

掲げるもの （２００８）」

４ 別表第１第７項か 高圧ガス保安協会基準０１０２「容器等製造業者登録基

ら第９項までに掲 準（２０１０）」

げるもの

備考

ニッケル当量は、次の式によって求めることとする。

ニッケル当量（質量％）＝12.6×Ｃ＋0.35×Ｓｉ＋1.05×Ｍｎ＋Ｎｉ＋0.65×Ｃｒ

＋0.98×Ｍｏ

ここで、Ｃは炭素、Ｓiはケイ素、Ｍｎはマンガン、Ｎｉはニッケル、Ｃｒはクロ

ム及びＭoはモリブデンの各質量分率の値（％）を示す。


